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 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期間、場所及び方法 公
告日から平成30年２月１日（木）までの土曜
日、日曜日及び休日を除く毎日午前９時から
午後４時まで、上記３に持参又は郵送（書
留又は簡易書留に限る。）すること。
 郵送による場合の入札書の受領期限、提出
場所及び方法 平成30年３月８日（木）午後
４時00分必着 上記３に郵送（書留又は簡
易書留）で提出すること。ただし、１回目の
入札が不落となった場合は２回目以降の入札
には参加できないものとする。
 入札(開札)の日時及び場所 平成30年３月
９日（金）午後２時00分 農研機構 機構共
用棟２階入札室兼講義室（茨城県つくば市観
音台２１12）

４ その他
 契約の手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 免除。
 契約保証金 納付。ただし、金融機関若
しくは保証事業会社の保証をもって契約保
証金の納付とする。また、履行保証保険契
約の締結又は公共工事履行保証証券による
保証を付すことにより、契約保証金を免除
する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載を行った者のした入札及び入札に関す
る条件に違反した入札は無効とする。
 落札者の決定方法 実施規則第31条の規定
に基づいて作成された予定価格の制限の範囲
内で、最低の価格をもって有効な入札を行っ
た入札者を落札者とする。ただし、落札者と
なるべき者の入札価格によっては、その者に
より当該契約の内容に適合した履行がなされ
ない恐れがあると認められるとき、又はその
者と契約を締結することが公正な取引の秩序
を乱すこととなる恐れがあって著しく不適当
であると認められるときは、予定価格の制限
の範囲内の価格をもって入札した他の者のう
ち最低の価格をもって入札した者を落札者と
することがある。

 契約書作成の要否 要。
 競争参加資格を有していない者の参加 上
記２に掲げる競争参加資格を有していない
者も上記３により申請書及び資料を提出す
ることができるが、競争に参加するためには、
開札の時において、当該有資格者であり、か
つ、競争参加資格の確認を受けていなければ
ならない。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kiyoaki Fujiwara, Di‑

rector‑General of the General Affairs De‑

partment, Headquarters of National Agri‑

culture and Food Research Organization

(NARO)

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Earth‑

quake‑resistant Construction work for Sci‑

ence Building of Institute of Livestock and

Grassland

 Construction period : 28 June 2019

 Construction site : 2 Ikenodai, Tsukuba‑

shi, Ibaraki 3050901, Japan.
 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 8 Cabinet Order

concerning the Contract for NARO

 not come under Article 9 Cabinet Order

concerning the Contract for NARO

 have grade A General Building in

terms of the qualification for participat‑

ing in tenders by NARO (qualification for

Counsellor, Ministers Secretariat of Min‑

istry of Agriculture, Forestry and Fis‑

heries) in the fiscal years 2017 and 2018.

 not being suspended from transactions

by the request of the officials in charge of

contract

 Time‑limit for Application for confirma‑

tion of qualification for participating in

tender and Proposal : 4 : 00 PM 1 February

2018

 Time‑limit for tender (Mailing) : 4 : 00

PM 8 March 2018

 Time‑limit for tender (Bringing) : 2 : 00

PM 9 March 2018

 Other : For details concerning this tender,

Refer to the Tender explanation.

 Contact point for the notice : Kudo,

Supply Team, Tsukuba Equipment and

Supplies Center, Department of General

Administration, Headquarters, NARO. 2
112 Kannondai, Tsukuba‑shi, Ibaraki
3058642, Japan. TEL 0298386345

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 29 年 12 月 27 日
契約責任者 東日本高速道路株式会社

東北支社長 松﨑 薫
◎調達機関番号 417 ◎所在地番号 04
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 常磐自動車道 いわき中央橋
（鋼上部工）工事
 工事場所
（自）福島県いわき市好間町北好間
（至）福島県いわき市上平窪
 工事内容 本工事は、常磐自動車道４車線
化事業における鋼橋上部工工事（いわき中央
橋（鋼箱桁）353ｍ・常住川橋（鋼鈑桁）
163ｍ・下小川橋（鋼鈑桁）1305ｍ・真似
井川橋（鋼鈑桁）267ｍ）である。
 工事概算数量 鋼構造物の架設 約2600
ｔ
 工期 契約保証取得の日の翌日から750日
間
 使用する主要な資機材 コンクリート 約
4000 鉄筋 約800ｔ

２ 競争参加資格
 審査基準日（下記３に示す競争参加資格確
認申請書等の提出期間の最終日をいう。以下
同じ。）において、東日本高速道路株式会社の
契約規程実施細則第６条の規定に該当しない
者であること。

 開札時において、工事種別「鋼橋上部工工
事」に係る東日本高速道路株式会社の「平成
29・30年度工事競争参加資格」を有する者で、
かつ、当該資格の認定の際に算定された客観
的事項に係る点数（経営事項評価点数）が
1200点以上の者であること。
 審査基準日において、会社更生法に基づき
更生手続開始の申立てがなされている者又は
民事再生法に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者でないこと。（ただし、当該申
立てに係る手続開始の決定後、あらためて競
争参加資格の再認定を受け、上記に示す条
件を満たす場合を除く。）
 審査基準日から入札・開札を経て落札者決
定の日までの期間（期首及び期末の日を含む）
に、東日本高速道路株式会社から「地域２（東
北支社が所掌する区域）」において競争参加資
格停止を受けていないこと。
 審査基準日において、平成14年度以降に元
請として完成及び引渡しが完了した下記同種
工事ａかつｂの施工実績を有すること。ただ
し、当該工事を共同企業体の構成員として施
工した場合は、出資の割合（出資比率）が20％
以上である場合に限り施工実績として認め
る。なお、同種工事の施工実績を同一の工事
において有する必要はない。
同種工事ａ 鋼鈑桁橋または鋼箱桁橋の工
場製作を有する工事
同種工事ｂ 送出し工法により最大支間長
40ｍ以上ある鋼鈑桁または鋼箱桁を架設した
道路橋の工事（ＰＣ・鋼複合橋含む）。ただ
し歩道橋は除く。
本工事の競争参加資格においては、東日本
高速道路株式会社が発注した工事であって、
かつ、確定した判決又は公正取引委員会によ
る課徴金納付命令若しくは排除措置命令にお
いて独占禁止法違反行為があったとされた工
事は、企業の施工実績として認めない。また、
工事成績評定点合計（以下「評定点合計」と
いう。）を発注者から通知されている場合で、
次のイ）又はロ）に該当する工事は、企業の
施工実績として認めない。
イ）東日本高速道路株式会社又は旧日本道路
公団の工事については、評定点合計が65点
未満の工事
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